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開    会 

 

○日比野会長 それでは、ただいまから電波監理審議会を開会いたします。 

 新型コロナウイルス感染症対策につきましては、国内発生動向を踏まえて、

社会・経済活動の制限緩和が順次進められているところではございますが、政

府においては、引き続きテレビ会議の積極的な実施に努めることとされている

ため、本日の１２月期定例会議は、電波監理審議会決定第６号第５項のただし

書に基づいて、委員全員がウェブによる参加とさせていただきました。 

 本日の議題は、お手元の資料のとおり、諮問事項が１件、それから報告事項

が２件となっております。 

 それでは、諮問事項の審議に入りますので、総合通信基盤局の職員に入室す

るよう連絡をお願いいたします。 

（総合通信基盤局職員入室） 

 

○日比野会長 それでは、審議を開始いたします。 

 

諮問事項（総合通信基盤局） 

 

（１）航空機局の無線設備等保守規程の認定 

（諮問第２２号） 

 

○日比野会長 諮問第２２号、航空機局の無線設備等保守規程の認定について、

小津基幹・衛星移動通信課長から説明をお願いいたします。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 ありがとうございます。基幹・衛星移動通信

課の課長をしております小津と申します。よろしくお願いいたします。 
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○日比野会長 よろしくお願いします。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 航空機局の無線設備等保守規程の認定につい

て、御説明させていただきます。 

 本件につきましては、資料の１ページのとおり、ＡＩＲＤＯというキャリア

から保守規程の認定の申請が来ております。この保守規程については、日本の

２４者あるうち既に１２者について認定しており、今回のＡＩＲＤＯが１３者

目ということになります。 

 資料２ページ目、よろしいでしょうか。まず、保守規程の認定制度の概要に

ついて、御説明をさせていただきたいと思います。 

 この保守規程の認定制度自体は、平成３０年８月から運用を開始しておりま

す。この２ページ左下の絵のとおり、まず免許人は、ＰＤＣＡサイクルを活用

して、無線設備等の点検や保守に関する規程を自ら作成します。それを総務大

臣から認定を受けます。それをもって点検・保守業務を始めることになります。

定期的に、その実施状況や不具合が発生したときの概要について報告をするこ

とになります。 

 この保守規程の主な記載事項は、この２ページの右側の中央部にあります。

内容的には、右側の下側です。大きく分けて２点あり、１点目はベンチチェッ

クと呼ばれる電気的特性の点検で、無線機を実際に機体から取り卸して、そこ

で試験を行います。 

 それから、２つ目は総合試験で、これは実際に機体を飛ばして無線機の試験

を行います。 

 この保守規程の認定を受けると、従来の定期検査が大体１年から２年の間隔

で行う必要があったものが、認定を受けると、５年等の年限のうちに自分で検

査を行うことになります。 

 項目によっては、他の法律の規定の関係から、１年や２年間隔となっていま
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すが、概ね５年間隔となります。この結果、エアラインは、５年等の期間の間

に自ら検査することになるため、運航、人員、あるいは予算等について、自由

度を持って対応することが可能となります。 

 次、３ページ目に移らせてください。具体的に認定の審査基準が決まってい

ます。まず、基準適合性の確認間隔が、２ページの表の範囲内であること、次

に、基準適合性を確保するために十分体制を整えていることということになり

ます。 

 具体的なポイントは、この３ページ目の下半分です。８つありますが、主に

４つの大きな柱があるかと思っております。 

 １つ目は、施設・組織について体制が整っていること。 

 ２つ目は、信頼性確保のために管理値という値を導入し、定性的ではなく定

量的に分析すること。 

 ３つ目は、点検・保守の実施方法や点検・保守の確認間隔について定めてい

ること。 

 ４つ目は、大事と思っておりますが、品質管理や不具合が発生した場合の対

処等について用意していること。あるいは、それを実施できる仕組みを有して

いること。 

 特に、この４つ目ができているということで、リスクを自らマネージすると

いうことになると考えています。 

 ここで出てきた管理値が、２ページの図のＰＤＣＡサイクルを実施する上で、

突発的な不具合が発生した場合において、どういった対応を行うかということ

を決めることになります。不具合が発生した場合、詳細な分析を行って、点検

業務の実施方法を改善するためのトリガーとなる指標ということになります。

管理値は、無線機の型式ごとに決めるということになります。 

 ４ページ目からは、今回、申請しているＡＩＲＤＯの具体的な情報になりま
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す。 

 まず、ＡＩＲＤＯは、無線機の種別として、無線局数１局とあります。この

背景をまず御説明させてください。ＡＩＲＤＯは、現在１３機の機体を保有し

ていますが、ただ、今回、年度途中で申請することになるため、既に従来方式

で１２機の検査を終えています。 

 そこで、検査を終えていない１機のみについて、まずは申請するとともに、

ＰＤＣＡサイクルを回すための規程自体が十分なものであることを今回確認い

ただきたいしています。新年度に入ってから、４月１日付で残りの１２機につ

いて追加で加えるという形にする予定としています。 

 このやり方は、他のエアラインが新しい機体を購入した場合に追加すること

と同じ扱いということになります。年度途中であるため、今回のＡＩＲＤＯの

申請は１局だけになっています。 

 ４ページ目の下半分は、彼らの点検・保守の形態です。基本的に自社体制で

やっています。点検・保守業務は、大きく点検業務と確認業務に分けることが

できます。点検業務は、無線設備の実際の点検です。確認業務は、無線設備の

点検が適切になされたことを確認する業務です。 

 ＡＩＲＤＯは、点検業務の一部を外部委託することとしています。ここに書

いてありますとおり、全日空等に委託します。ただし、この委託も、きちんと

規程を決めており、その権利・義務関係等も含めた体制を当方が確認しており

ます。 

 一方、確認業務は、自社でやるということにしています。 

 ５ページ目と６ページ目は、ＡＩＲＤＯが申請してきた保守規程の概要を取

りまとめています。 

 主な点は、４点です。１つ目は、点検・保守を行うために適切な体制を整備

しているか否かです。整備していると認められます。 



-5- 

 また、２つ目、点検間隔についても、２ページ目のものに合致しております。 

 それから、３番目、無線設備の電気的特性のデータ取得について、外部委託

もありますが、その得られたデータは確実に確認・点検することとしています。 

 ４番目、信頼性確保のための管理値についても、きちんと決めています。ま

た、不具合発生時の対処についても、きちんと決めています。 

 ７ページ目は、先ほど出てきました信頼性管理の管理値の決め方について整

理しています。 

 次、８ページ目は。確認間隔についてです。 

 ９ページ目は、審査結果です。これについては、３ページ目に８項目の主な

審査ポイントをお示ししましたが、それについて、審査項目に照らして適して

いるということを確認できました。 

 そういったことでありますので、今回、ＡＩＲＤＯについては保守規程を認

定していただきたいと考えています。 

 説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

○日比野会長 小津課長、説明ありがとうございました。 

 それでは、委員の皆さんから御質問、御意見等を伺いたいと思います。いか

がでしょうか。 

○兼松代理 よろしいでしょうか。 

○日比野会長 兼松代理、お願いします。 

○兼松代理 小津課長、どうも御説明ありがとうございます。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 ありがとうございます。 

○兼松代理 今回、保守規程の申請ということでございまして、まだ実施しな

いで、これからという話だと思いますけど、この保守規程は、ほかのＡＩＲＤ

Ｏさんと同じような規模の会社と比べても大体遜色ない内容というふうに考え

てよろしいでしょうか。 
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○小津基幹・衛星移動通信課長 保守規程を確認するとともに、リスク管理部

門の方々と何度にもわたるヒアリングを行い、十分な体制を整備し、やってい

ける体制であると判断しています。ありがとうございます。 

○兼松代理 ありがとうございます。 

 それと、もう一つ、来年の４月には残り１２機についての申請予定であると

いうことですけれども、今般、これが承認となりましたら、同じ内容で１２機

もやるということになるんでしょうか。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 基本的に、同じ規程に基づき、実施します。

実際には、他のエアラインが新しい機体を購入する場合と同様、簡易な形で申

請という形となり、電監審にお諮りすることはせずに、申請を認める形となり

ます。 

○兼松代理 了解しました。どうもありがとうございます。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 ほかの委員の皆様、いかがでしょうか。 

○笹瀬委員 笹瀬です。よろしいでしょうか。 

○日比野会長 お願いします。 

○笹瀬委員 どうもありがとうございました、よく分かりました。１点お聞き

したいことは、ＡＩＲＤＯさんの場合はＡＮＡに委託されていますよね。委託

していることに関しては、委託であって、監査とかチェックは自分でやってい

るということで理解していますが、その場合にＡＮＡの自社でやる管理方式と、

それからＡＩＲＤＯさんの方式では全く違うという問題が生じないように、お

互いにすり合わせみたいなものをされることはあるのでしょうか。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 これについては、ＡＩＲＤＯと全日空等の会

社の間で委託契約を結んでおりまして、ＡＩＲＤＯの点検の方式でやるという
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形で契約しております。 

○笹瀬委員 分かりました。では、この場合は、ＡＮＡの方式ではなくて、Ａ

ＩＲＤＯの方式に従って委託をするということでよろしいですか。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 そうなります。 

○笹瀬委員 分かりました。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 その後の確認業務のプロセスでは、ＡＩＲＤ

Ｏ自身が自ら行います。 

○笹瀬委員 あと、もう一点、まだ残った航空会社はあるんでしょうか。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 日本には２４者あり、今回のＡＩＲＤＯは１

３者目です。大体、折り返し点ということになるかと思います。 

○笹瀬委員 なるほど。それで、ほかのところも、こういうふうにしたいとい

うリクエストは結構多いのでしょうか。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 今年度も、あとほかに２者希望が出てきてお

りまして、今まさに内容の確認をしています。 

 ただ、保守規程の認定制度というのは、キャリアにとって、それなりにプラ

スの面もあります。しかし、従来方式を維持とするか、保守規程に移行するか

は、各社の自由な判断です。 

○笹瀬委員 分かりました。どうもありがとうございます。 

○日比野会長 林委員は何かございますか。 

○林委員 林です。特にないですけれども、事前に御説明いただいたときは、

このＡＩＲＤＯというのは重大インシデントもなくて、そういう意味では、こ

ういったところには非常に気をつけていらっしゃると聞きましたので、特に異

存ございません。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 ありがとうございます。９０年代に新興のキ

ャリアが日本に生まれまして、その中で、今、林先生から御指摘あったとおり、
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ＡＩＲＤＯは、国土交通省の重大インシデントの報告を行っていない、唯一、

のキャリアです。それだけ、安全に対して人一倍関心を持っていると言えるか

と思います。よろしくお願いいたします。 

○日比野会長 長田委員は何かございますか。 

○長田委員 ありがとうございます。長田からは特にございません。よろしく

お願いします。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 日比野からも特段ございませんが、依然としてコロナが長期化する中で、航

空会社にはなかなか厳しい経営環境が続いているという状況だと思います。本

諮問のように認定者が増えていって、効率的な保守・運用が促進されていくと

いうことは大変結構なことだと思います。 

 今回のＡＩＲＤＯについては、先ほどの話にあったように重大インシデント

が全くないということで、そういった事業者が認定制度を採用して、ＡＩＲＤ

Ｏの取組の中で有効性が高いもの、あるいはベストプラクティス的なものが共

有されていくとよろしいのかなと、そんな感想を持ちました。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 ありがとうございます。 

○日比野会長 あとはよろしいでしょうか。 

 それでは、決を採りたいと思います。諮問第２２号は、諮問のとおり認定す

ることが適当であるという旨の答申を行いますが、よろしいでしょうか。 

○林委員 賛成いたします。 

○長田委員 賛成です。 

○笹瀬委員 結構です。 

○兼松代理 結構です。 

○日比野会長 ありがとうございます。 
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 それでは、原案どおり決することといたします。ありがとうございます。 

○小津基幹・衛星移動通信課長 ありがとうございます。本日、早速、報道発

表させていただきまして、速やかにＡＩＲＤＯが本認定制度による点検・保守

業務を実施できるよう、１月１日付で認定をしたいと思っております。どうも

ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございました。 

 

報告事項（総合通信基盤局） 

 

（１）周波数再編アクションプラン（令和３年度版）（案）に対する意見募集

の結果 

 

○日比野会長 それでは、続きまして報告事項ですが、周波数再編アクション

プラン（令和３年度版）の案に対する意見募集の結果につきまして、荻原電波

政策課長から説明をお願いいたしたいと思います。 

○荻原電波政策課長 電波政策課の荻原でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 本日は、周波数再編アクションプラン（令和３年度版）の意見募集結果につ

いて、御報告させていただきます。 

 資料、１枚めくっていただきまして２ページ目を御覧ください。アクション

プランの案につきましては、９月１３日の電波監理審議会に御報告させていた

だいて、その後、１か月間、意見募集を行っております。意見を踏まえて、取

りまとめたアクションプランについては、１１月１５日に既に公表させていた

だいております。 

 １１月の電波監理審議会は休会でございましたので、遅くなりましたけども、
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本日、御報告申し上げる次第でございます。 

 ２ページ目の２ポツにございますように、意見の提出件数ですけども、合計

１０７件となっております。 

 次のページを御覧ください。３ページ目ですけども、これについてはアクシ

ョンプランの概要でございますので、説明は割愛させていただきます。 

 次のページを御覧ください。４ページ目になりますが、アクションプランの

主なポイントを示しております。周波数再編の目標のほか、重点的取組を６項

目示してございます。 

 この資料の右上に赤字で記載しておりますけども、９月の御報告から変更し

ている点はございません。大枠の変更はございませんが、提出意見を踏まえま

して、各項目で一部変更した点がございますので、本日は、次のページ以降で

主な変更点を中心に説明を進めさせていただきたいと思います。 

 次の５ページ目を御覧ください。このページは、２０２０年度末までの周波

数の再編の目標と達成状況についてでございますけども、これについては変更

ございません。 

 ６ページ目でございます。２０２５年度末までの今後の周波数再編の目標で

ございますけども、こちらも大枠の変更ございません。ただ一部、ＩｏＴ・無

線ＬＡＮの部分に関しまして、アクションプランの本文の記載ぶりの明確化に

ついて御意見ございましたので、これについて次のページを御覧ください。御

説明させていただきます。 

 ７ページ目でございますが、ＩｏＴ・無線ＬＡＮ関係で上から２つ目の東芝

からの意見を御覧ください。意見に対する考え方の欄に修正前、修正後と記載

しておりまして、修正前の記載では、６ＧＨｚ帯の全体で最大１０Ｇｂｐｓを

実現というふうに読めてしまう文章になっていたんですけども、そこを御指摘

いただきまして、正しくは、６ＧＨｚ帯では１チャネル当たりで最大１０Ｇｂ
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ｐｓとなるチャネルが複数確保できることが期待されておりますので、そのと

おり明確化のための変更を行っております。 

 次のスライドを御覧ください。８ページは公共業務用周波数についてですけ

ども、次のページも含めて変更はございません。 

 めくっていただきまして９ページ目、ここも変更ございません。 

 １０ページ目を御覧ください。公共業務用関係の主な意見でございますけれ

ども、ＮＴＴドコモから賛同意見をいただいております。また、２つ目のソフ

トバンクからですけども、賛同意見のほか、デジタル変革時代の電波政策懇談

会の報告書に記載されておりました水防道路用のシステム、また、不公表のシ

ステムについて、本アクションプラン案に記載されていないという御指摘をい

ただいております。 

 考え方の欄に記載しているとおりですが、既に懇談会報告でもデジタル化な

どの対応が終了した旨を記載しているシステムは、今回のアクションプランに

は含めていないということ。それから、不公表のシステムは、不公表のため記

載しておりませんけども、フォローアップは毎年しっかり実施していく旨を記

載しております。 

 次のページを御覧ください。１１ページ目になります。このページからは５

Ｇ等の普及に向けた対応ということでまとめております。 

 まず、このページは２.３ＧＨｚ帯と２.６ＧＨｚ帯の取組につきまして、１

つ目のポツ、２.３ＧＨｚ帯について、赤の下線部分について、意見を踏まえて

一部追記しております。 

 なお、２.３ＧＨｚ帯の割当てに向けましては、先日、１２月１７日に開設指

針案などの意見募集に係る報道発表を行っております。開設指針については、

追って本審議会にもお諮りする予定になっておりますので、その際はどうぞよ

ろしくお願いいたします。 
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 ２つ目のポツ、２.６ＧＨｚ帯については変更しておりません。 

 具体的な意見について、次のページで御紹介させていただきます。１２ペー

ジ、２.３ＧＨｚ帯については、上から２つ目のソフトバンクですが、ダイナミ

ック周波数共用について、地理的・時間的な共用について慎重な検討が必要、

また、共用ルールの策定を要望するという御意見をいただいております。また、

３つ目のＫＤＤＩでございますけども、携帯電話基地局の地理的及び時間的運

用可能性を予見するための情報開示を希望されております。 

 これらの意見を踏まえまして、アクションプランの記載内容の変更を行って

おります。考え方の欄を御覧いただきたいんですけども、修正前は、ただ単に

「制度整備と割当てを実施」と書いておりました。現在、システムの構築運用

を行います電波有効利用促進センター、ＡＲＩＢでございますけども、また、

携帯電話事業者や放送事業者を交えて、例えば実際のマラソン中継を想定した

場合の携帯電話基地局の停波範囲のシミュレーションですとか、災害等でシス

テムが停止した場合の運用ルールなどを今、最終調整を行っているところでご

ざいます。 

 この点、アクションプランでも修正後に書いてありますように、「地理的・時

間的な運用要件を踏まえた運用ルールを策定」という部分を、現状を踏まえま

して明記したという修正を加えております。 

 次のページを御覧ください。５Ｇ等の４.９ＧＨｚ帯の記述に変更はないで

すが、ちょうど真ん中辺りのローカル５Ｇに関連する記述について、赤の下線

部分を追記しております。内容については、次の１４ページを御覧ください。 

 ４.９ＧＨｚ帯に対する意見については、携帯電話各社から賛同意見のほか、

上から２つ目で、終了促進措置の適用を含めた方針の提示ですとか、早期に利

用可能となるような迅速な対応をといった要望をいただいております。また、

一番下の枠ですけども、既存システム側からの御意見で、移行する場合は支援
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策をお願いしたいといった要望をいただいております。 

 これらにつきましては、今後、ほかの無線システムに移行する場合に必要な

事項について検討を進めること、また、既に情報通信審議会の作業班において

共用困難という結果が示されているということで、今後移行する場合は、終了

促進措置の活用を含めて、既存免許人への負担を最小限に抑えることが適切と

考えるとしてございます。 

 次のページを御覧ください。１５ページ目ですけども、ローカル５Ｇについ

ては賛同意見のほか、上から２つ目、広域利用を徐々に認めていくような、「段

階的な制度改正」を要望する御意見をいただいております。これについては、

２０２５年頃に向けた検討の前倒しも含め、検討を進めてまいるとしていると

ころでございます。 

 また、一番下ですけども、日本ケーブルテレビ連盟からの御意見を踏まえて、

考え方の欄の括弧書きを追記しております。ローカル５Ｇでは、現在、自己土

地利用が優先されておりまして、他者土地利用でサービス提供が行われている

中で、自己土地利用の免許申請が後から行われた場合、そのエリア調整の考え

方について、普及状況とか周波数の特性を踏まえて、ローカル５Ｇ導入ガイド

ラインの改定も含めて検討を進めるということを明記しているところでござい

ます。 

 ローカル５Ｇに関する広域利用とエリア調整の考え方につきましては、今週

末、１２月２４日ですけども、情報通信審議会の新世代モバイル通信システム

委員会が開催されることになっていまして、そこで審議が開始される予定にな

っております。 

 次のページを御覧ください。１６ページ目でございますけども、２６ＧＨｚ

帯、その他の周波数帯については内容の変更ございません。ミリ波帯のローカ

ル５Ｇについて、ちょうど真ん中辺りになりますけども、先ほどと同様な追記
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を行っております。 

 次の１７ページ、４０ＧＨｚ帯については変更ございません。 

 １８ページ目を御覧ください。御意見について、賛同意見のほか、例えば４

０ＧＨｚ帯では、ＮＴＴドコモから、高い周波数帯の活用は技術的な難易度も

あるので、割当てについては技術動向とのタイミングを考慮すべきとする御意

見、ソフトバンク、楽天モバイルからは、今後の新たな衛星システムとの共用

検討に係る御意見がございまして、これらの点も含めて検討を進めていくこと

としております。 

 それから、下から２つ目、７０２５～７１２５ＭＨｚについては、ＩＴＵの

ＷＲＣ－２３の議題となっておりまして、アクションプラン本体には記載を行

っておりましたが、ＫＤＤＩより、諸外国においても割当てを行うシステムを

検討している段階でございまして、諸外国との整合が考慮されることが必要と

いう意見をいただいております。 

 国内では、次のページでも御説明させていただきますが、無線ＬＡＮの拡張

の帯域にも相当しております。また、既存の放送事業者からも御意見いただい

ておりまして、諸外国の動向を踏まえて既存システムの運用に配慮しつつ、慎

重かつ丁寧な検討を進めることが必要と考えるとしてございます。 

 次のページを御覧ください。１９ページ目になりますけども、無線ＬＡＮに

ついてです。内容の変更はございませんけども、先ほどの７０２５～７１２５

ＭＨｚ、５Ｇの候補帯域と申し上げたところ、右下のほうに青い字で表記して

おります。 

 また、上側の周波数の短冊で緑と黄色の部分のところですけども、６４２５

ＭＨｚ以上については、既存システムとして放送事業用として使用されている

ところ、御意見をいただいております。 

 具体的には次の２０ページでございますけども、上から２つ目、放送事業者
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からの御意見で、全部で２１者からいただいております。具体的には、既存免

許人の意見を十分に聴取した上で、スケジュールに固執することなく十分な審

議をしてほしいという御意見でございます。 

 これについては、現在、情報通信審議会で共用検討を行っておりまして、既

存無線システムの運用に配慮しつつ、引き続き慎重かつ丁寧な検討を進めてい

くということでございます。 

 次のページを御覧ください。２１ページになります。衛星関係になりますけ

ども、１.７／１.８ＧＨｚ帯の携帯電話向け非静止衛星通信システムについて、

赤の下線部分２か所を追記しております。 

 次のページを御覧ください。２２ページ、他の衛星システムに関しての記述

でございますけども、ここは変更ございません。 

 次の２３ページを御覧ください。先ほど赤線を付しました１.７／１.８ＧＨ

ｚ帯ですけども、楽天モバイルからは賛同意見をいただいております。 

 上から２つ目、それ以外の携帯電話事業者からも御意見いただいておりまし

て、１ポツ目でございますけども、現状、衛星通信への国際分配がなされてい

ないので、無線通信規則の改正に向けた活動が実施される必要があるという御

指摘。 

 それから、３ポツ目ですけども、ＫＤＤＩより、無線局の局種は、携帯電話

の端末は陸上移動局であるところ、本システムは衛星との通信を行うので、携

帯移動地球局としての免許が望ましいといった御意見をいただいております。 

 これら踏まえまして、修正後でございますけども、無線通信規則など国際的

な調和等の関係に留意しつつという点と、免許手続の在り方の検討、この２か

所について追記を行ったというものでございます。 

 次のページを御覧ください。この２４ページから２６ページ目までは、その

他のシステムということで、主な周波数再編、移行の推進について触れており
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ますけども、いずれも９月の報告から変更はございません。 

 ページめくっていただきまして、２７ページを御覧いただければと思います。

２７ページ目は、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇの推進についてでございます。こちらも変

更はございません。 

 次のページを御覧ください。主な意見でございます。おおむね賛同意見でご

ざいますが、一部御要望もいただいておりまして、御意見も踏まえて検討を行

っていきたいと考えております。 

 全ての提出意見とそれに対する考え方、次のページ以降にお示ししておりま

す。また、アクションプラン本体については、追記等を反映した資料を添付し

ておりますけども、説明は割愛させていただきたいと思います。 

 最後になりますが、いただいた御意見も踏まえ、アクションプランに記載の

取組について着実に実施してまいりたいと考えております。 

 駆け足となりましたが、説明は以上となります。 

○日比野会長 荻原課長、ありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様から御質問、御意見等ありましたらお願いいたします。 

○兼松代理 よろしいでしょうか。 

○日比野会長 兼松代理、お願いします。 

○兼松代理 荻原課長、御説明どうもありがとうございました。いつものこと

ながらアクションプラン、非常に盛りだくさんで意欲的な内容になっていると

考えますけれども、その中でも重点的取組として６項目を設定されたというこ

とで、この６項目いずれも重要だから重点的取組となっているんだと思います

が、何かこの中で特に優先して進めたいとか、急ぎの課題であるというような

項目がもしございましたらば教えていただければと存じます。よろしくお願い

いたします。 

○荻原電波政策課長 御質問ありがとうございます。そういう意味では、御承
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知のとおり、携帯電話の周波数の確保というのは極めて重要な課題と考えてお

ります。それから、技術の高度化に伴いまして無線ＬＡＮの高度化もどんどん

進んでおりますし、衛星通信システムも低軌道衛星を利用した新しい衛星、広

帯域の新しいシステムの導入の提案がどんどん出てきて、世界的にいろいろ提

案が出てきているところでございまして、ここに挙げている重点項目、甲乙な

かなかつけがたいですけども、いずれも本当に喫緊の対応が必要な項目となっ

ているというふうに認識しております。 

 そういう意味では、順番をつけにくく大変申し訳ないですけども、そういう

状況でございます。 

○兼松代理 ありがとうございます。おっしゃるとおりかと思いまして、また、

この重点的取組、相互に両立しづらいところもあったりですとか、調整がます

ます必要なところもあるのかと思いまして、ざっくり申しますと、国際的動向

との調和ですとか、各業種間の調和とか、利害関係の反する者同士の調整です

よね。 

 ということで、前から何度か申していますけども、限られた電波をどうやっ

てみんなでうまいこと使っていくかというところに尽きるかと思いますけれど

も、総務省のかじ取りがますます非常に大事になってまいると思いますので、

引き続きよろしくお願いしたいと思います。ありがとうございました。 

○荻原電波政策課長 ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございました。 

 あとの先生方、いかがでしょう。 

○笹瀬委員 笹瀬です。よろしいでしょうか。 

○日比野会長 お願いします。 

○笹瀬委員 非常にきちっとされていていいと思います。特に今後は、低軌道

衛星のようなものがどんどん普及してくる可能性があり、また、ＩｏＴ機器、
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無線ＬＡＮに関しては、小型で軽量となると海外の製品がどんどん日本に入っ

てくる可能性が高いということもあるので、海外等の動向、非常に重要だと思

ういます。 

 それで、日本独自のことを言うと、ローカル５Ｇをどううまく組み合わせる

かが重要な課題で、特にローカル５Ｇが乱立したりすることがあると大騒ぎに

なってしまうので、そういう面では、そこの調整に関してはぜひうまくやって

いただければと思います。無線をかなり自由に使えるという面では、ローカル

５Ｇは期待も大きいですが、それがうまく動かないと困りますので、ぜひよろ

しくお願いします。 

○荻原電波政策課長 ありがとうございます。 

○笹瀬委員 それから、もう一点。これは、２０２５年末にプラス１６ＧＨｚ

ですけど、傾向としては、もう高いところを使っていくしかないんですよね。 

○荻原電波政策課長 この１６ＧＨｚ幅、サブ６以下でも、例えば５Ｇの割当

てのところでも説明申し上げましたが、まだいろいろ課題が残っているものの、

４.９ＧＨｚの割当てが一つ候補になってございます。 

 ただ、今後の割当てとなりますと、６ページの表にもございますけども、６

ＧＨｚより上の周波数帯の活用というのもかなり増えてくることになります。 

  １６ＧＨｚ幅については、事務的にも今後の周波数の確保の可能性につい

て、かなり細かく分析した結果でございますけども、４.９ＧＨｚ帯など、一部、

サブ６の周波数帯の確保というのは見込まれるんですが、多くは高い周波数帯

になってしまうことになります。 

 それから、ローカル５Ｇについての御指摘ありがとうございます。ローカル

５Ｇに関しましては、自己土地利用から導入が始まっておりますけども、先ほ

ど御説明申し上げましたとおり、今後、広域利用についての議論が始まると思

います。そうしますと、先ほど笹瀬先生から御指摘いただいたように乱立する
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と、かなりしっかりしたルールをつくっておかないと混乱が起きてしまうと思

いますので、自己土地で閉じているうちは、お隣とのやり取りとかで、比較的

狭い範囲の調整で済むとは思うんですけども、今後、広域利用になりますと、

より問題が生じやすくなりますので、そういったルールづくりも今週末から情

報通信審議会で議論をお願いし、私どもも検討をしっかり進めていきたいと思

います。 

 いずれにしても、ローカル５Ｇ、無線ＬＡＮとか衛星とか様々なシステムと

組合せて業務の効率化とか、高度化を達成していただくために導入していただ

きたいと思いますので、そういったほかのシステムとの連携というのも実証を

通じて検討が進んでいければと考えております。 

 以上です。 

○笹瀬委員 どうもありがとうございました。 

○林委員 林です。関連して１つよろしいでしょうか。 

○荻原電波政策課長 お願いします。 

○林委員 恐れ入ります。私も、ローカル５Ｇについて、笹瀬先生の御質問と

関連するところで関心があるんですけれども、資料で言うと１３ページの辺り、

さらなる導入の促進を図るというところですが、これまでは、どちらかという

とローカル５Ｇはケーブルテレビの有線のラストワンマイルの代替としての申

請数が多かったような気がするんですけれども、今後、自治体とか、あるいは

大学とかで、そういった活用例がもっと増えていけばいいなと思っているんで

すが、まだまだ申請数や免許人数が少ないような気がしておりまして、私が見

たのでは、今年３月現在の申請者と免許人の数の一覧は把握できているんです

が、直近の数は把握できていないので、まず、それを教えていただきたいとい

うのと、それから自治体とか、大学等の研究機関とか、そういったところの利

活用例の促進策について、見通し等を教えていただければと思います。 
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 以上です。 

○荻原電波政策課長 最新の数字ですが、今、ローカル５Ｇの免許を取得され

ている方、正確な最新の数字が手元にすぐ出てこない状況ですけども、６０～

７０事業者だったと認識しておりまして、御指摘いただきましたとおり、ケー

ブルテレビ事業者がラストワンマイルで導入するというケースも多いと認識し

ております。 

 それ以外の例えば工場、農業、工事現場など、ローカル５Ｇの利活用の分野

は、かなり幅広い分野に広がると期待しているわけですけども、まだ機器が高

価であることが大きな原因になっている部分もあり、そういった新しい利用分

野は実験的な導入にとどまっているのが現状ではないかと思います。 

 ただ、各事業者さんとかメーカーさんにおいて、例えばソフトウエアの共通

利用とか、プラットフォームの共通利用とか、今、様々な工夫が提案されつつ

あり、電波利用料による実証実験も行っていますので、実証実験の取組や民間

企業の方々でのプラットフォームの共通化、あるいはソフトウエアの共通化と

いったところでのコストの低廉化が進めば、１３ページの絵に描いてあります

ような工場や工事現場などの様々な分野に利用が広がっていくんじゃないかな

と考えています。 

 大学とか自治体でも、数は少ないですけども、一部、研究用にとか、実験用

に導入されている、実際、免許を取られている例もございます。今、具体的な

データは手元にないところでございます。 

○林委員 分かりました。具体的な最新の申請者の数と免許人の数、それから、

うち新規免許人が何人で、免許取得者数が何人でというのは、たしか一覧であ

りますよね。 

○荻原電波政策課長 ございます。 

○林委員 私は３月のデータは見ているんですけど、それ以降のデータを見て
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いないので、３月時点だと４７名だったので、最新のデータでは６０名から７

０名という話だと、３月時点からかなり増えているということですので、直近

のデータにつきまして、後日でも構わないのでご教示いただけましたら幸いで

す。 

○荻原電波政策課長 承知しました。 

○林委員 御教示いただけると助かります。 

○荻原電波政策課長 提供させていただきたいと思います。 

○林委員 ありがとうございます。 

○日比野会長 あと、長田委員はいかがですか。 

○長田委員 長田からは特にございません。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 日比野です。寄せられた色々な意見・要望を踏まえて、アクションプランに

具体的、適切に反映されていると全体的に思いますので、大変結構だと思いま

す。 

 意見募集の結果公表は１１月１５日でしょうか。その上で特段のリアクショ

ンなどあったら教えていただければと思いますが、何かございましたか。 

○荻原電波政策課長 意見募集の結果の公表の後は、特にリアクション等はご

ざいませんでした。 

○日比野会長 意見をよく聞いていただけたという感じでしょうか。 

○荻原電波政策課長 そうですね、意見が反映されていないといったようなこ

とはなかったです。 

○日比野会長 分かりました。結構です。 

○荻原電波政策課長 ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、本報告事項につきましては終了したいと思います。荻原課長、長
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時間ありがとうございました。 

○荻原電波政策課長 ありがとうございました。 

○兼松代理 ありがとうございます。 

○日比野会長 それでは、以上で総合通信基盤局の審議は終了といたします。

総合通信基盤局の職員の皆様は退室をお願いいたします。 

（総合通信基盤局職員退室） 

 

（情報流通行政局職員入室） 

 

報告事項（情報流通行政局） 

 

（１）情報通信分野における外資規制の在り方に関する取りまとめ（案） 

 

○日比野会長 それでは、続きまして報告事項、情報通信分野における外資規

制の在り方に関する取りまとめ（案）につきまして、鎌田国際放送推進室長か

ら説明をお願いいたします。 

○鎌田国際放送推進室長 情報流通行政局の鎌田と申します。 

 お配りさせていただきました情報通信分野における外資規制の在り方に関す

る取りまとめ（案）につきまして御説明をさせていただきます。 

 おめくりいただきまして、１ページ目、全体で１ページでございますが、こ

ちらに基づきまして御説明させていただきます。 

 今年の春に明らかになりました外資規制の不適合事案を受けまして、今年の

６月から以下の論点について、総務省で外資規制の在り方に関する検討会を開

催しまして、有識者の方々に御参加いただき、御議論をしてきたところです。 

 これまで、関係者からのヒアリングを行い、その後、主要論点を整理した上
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で、今月の初めに取りまとめ（案）を策定したところです。 

 現在、取りまとめ（案）につきまして意見募集をかけているところで、その

意見募集の結果を踏まえて、最終的な取りまとめをまとめていくべく、進めて

いるところです。 

 この外資規制の在り方につきましては、電波監理審議会から６月３日に勧告

と要望を頂いているところです。それを受けて６月９日の電波監理審議会で、

この検討会を開催する旨を御報告させていただいたところです。 

 これから今回の取りまとめ（案）を御説明させていただきますが、頂いた勧

告や要望の内容に触れながら、御説明を差し上げます。 

 大きく４つございますが、まず１つ目として、「チェックの強化」です。 

 今回の外資規制の不適合事案が起きた要因を考えますと、外資規制の適合状

況について総務省で把握・検証ができる状況になっていなかったところが課題

として挙げられ、こうした観点からの外資規制の実効性確保を高めていくこと

が、まず必要と考えているところです。 

 その観点から、「対応の方向性」の１つ目ですが、審査の厳正化を行っていく

こととされています。 

 こちらにつきましては、頂いた勧告の１つ目で「外資規制の審査を強化する

ため、申請者から外国人の議決権比率を確認できる書類の提出を求めるように

するなどの審査体制の見直しを検討すべきである」とされていますが、そちら

に沿うように、提出資料の様式等を整備して、議決権比率が確認できる書類等

に整備していくこととされています。 

 この点、７月１４日の電波監理審議会でも取り急ぎ対応の方向性ということ

で御説明させていただいたとおり、その内容に基づきまして政省令改正を先ん

じて行い、今月１０日に施行し、必要な様式等の整備を行っているところです。 

 これに基づき、総務省が把握する仕組みを整備することが、「適合性チェック
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の法制度化」です。 

 ここにつきましては、勧告でも「外資規制違反が発生した場合にそれを適時

適切に把握するための仕組みの導入を検討すべきである」とされているところ

で、これを踏まえ、具体的には申請時だけではなく、外資規制の比率等の変更

があった場合についても総務省に対して届出をしてもらい、状況に変化があっ

た場合も確実に総務省で把握できるような仕組みを設ける必要があると提言さ

れています。 

 加えて、２ポツ目ですが、届出以外のものとて、例えば名義書換拒否制度で、

事業者がその外資比率を外資規制の基準内に収めることができ、その活用状況

等を定期的に報告する仕組みを併せて創設して、全体として外資規制に対して

の遵守を事業者において高めていただき、それを総務省がチェックしていく仕

組みを設けていくことが提言されています。 

 併せまして、今日的な状況を踏まえた外資規制の在り方ということで確認し

ましたところ、コミュニティ放送については、県域で行われる類似のＦＭ放送

もあるといったことや、県域のＦＭ放送に比べると社会的影響力が小さいとい

ったことから、外資規制の具体的な内容を見直し、間接規制を廃止して直接規

制のみとすると提言されています。 

 ２番目が「不適合時の対応」で、不適合になった場合の手続を明確化してい

く必要があるところです。 

 この「対応の方向性」ですが、まず、外資規制に不適合とならないようにす

ることが大前提として必要になり、１ポツ目のとおり、外資比率が基準に近づ

いた場合には、特にチェックを強化し、先ほど申し上げました変更時の届出事

項の中で、更に細かくチェックしていく仕組みを導入して、基準を超えないよ

うにしていくことを行っていく必要があると提言されています。 

 その上で、やむを得ず外資比率が基準を超えてしまった場合には、不適合に
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なった状況や視聴者への影響を勘案した上で、期限を定めて是正を求める制度

を導入していくと提言されています。 

 こちらについては、電波監理審議会から要望をいただいており、具体的には

「外資規制違反を是正するための猶予期間も設けられていない」と御要望を頂

いており、それに呼応するように設けることと提言されています。 

 続きまして、３番目が「審査体制」です。御説明させていただいた実効性確

保を行っていく仕組みにつきまして、総務省における審査体制をしっかりと強

化していく必要があるというところです。実際の免許や認定の審査につきまし

ては、現在、衛星放送、地上放送と放送の種類ごとに審査を担当する課が異な

っているところ、関係課の間で審査手法が共有され、横断審査ができる仕組み

を構築していくことが必要と考え、横串で見られるような外資規制審査官を要

求しており、組織としての体制の強化に努めていくことを今、進めようとして

いるところです。 

 ４番目が「その他」です。先ほどのコミュニティ放送に加え、今日的な観点

から、外資規制の全体の在り方について再確認をしたところです。御要望など

を踏まえて御議論いただいた結果、船舶や航空機に開設する無線局についての

外資規制の廃止が提言されています。 

 こちらについては、多くの先進国において、もう既に外資規制がないといっ

たことや、現行の外資規制では外国人による日本国籍の船舶や航空機への無線

局の開設に対する規律ですが、外国人による外国籍の船舶や航空機への無線局

の開設については既に外資規制が適用されていないことを踏まえると、外資規

制を廃止しても大きな問題はないだろうと提言されているところです。 

 このように、全体として、諸事案を踏まえ外資規制の実効性確保と、今日的

な外資規制の意義の在り方を整理して、このように取りまとめ（案）としてま

とめられたものです。 
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 今後は、冒頭申し上げましたとおり、意見募集を行った上で、令和４年１月

をめどに取りまとめ、この提言を受け、総務省としても必要な制度整備を進め

ていくところです。 

 簡単ではございますが、以上です。 

○日比野会長 鎌田室長、御説明ありがとうございました。 

 それでは、本件につきまして御質問、御意見等、よろしくお願いします。兼

松代理、よろしいですか。 

○兼松代理 では、よろしいでしょうか。 

○日比野会長 お願いします。 

○兼松代理 鎌田室長、御説明どうもありがとうございました。 

 現在、意見募集中とのことですけれども、これはいつまで行われるんでしょ

うか。 

○鎌田国際放送推進室長 来年の１月７日までを予定しています。 

○兼松代理 分かりました。そうしますと、まだどんなものが挙がってきてい

るかというのは把握されていないと。 

○鎌田国際放送推進室長 ぎりぎりになって提出される意見も多くございます

ので、全体像はまだつかめていないという状況です。 

○兼松代理 分かりました。それは、また取りまとめられたところで拝見した

いと思っておりますけれども、今般、外資規制の問題が生じましたときに、私

も改めまして関連法令を拝見しまして、確かにいろいろと不備な点があるとい

うことに気がついたわけですが、この機会に改めて、なぜ外資規制が行わるの

かという目的に立ち返りまして、その目的に合った内容に規制なり、法令なり、

手続なりを直していくのがいいのかと思った次第ですけれども、今、取りまと

めておられる案を拝見いたしますと、要するに、ただ規制をすればいいという

ものではなく、実態に合ったものに変更されていくのではないかと期待してお
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りますので、ぜひお進めいただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○日比野会長 よろしくお願いします。 

 それでは、林委員はいかがでしょうか。 

○林委員 ありがとうございます。お取りまとめいただきまして、ありがとう

ございます。ここに掲げられていることについて私も賛成でございますので、

ぜひ最終的な取りまとめに向けて御努力をお願いしたいところでございますけ

れども、今日頂いた資料で幾つかの項目があったんですが、先ほど鎌田様から

口頭では丁寧に御説明があったんですけれども、このスライド自身には、電監

審の勧告、あるいは要望について特に言及がなくて、電監審の勧告とか要望が

どの部分の項目に関するものなのかというのは、スライドでは可視化されてい

ません。資料上は、現状・課題ということで一くくりになっていますので、勧

告があった部分、あるいは要望があった部分、それ以外の部分をそれぞれ可視

化していただけると、より分かりやすいかと思ったところです。 

 以上です。 

○鎌田国際放送推進室長 ありがとうございます。まず、林委員からの御指摘

でございますが、こちら概要でございまして、実際の本体につきましては二、

三十ページもののワードファイルのような形で書かせていただいているところ

でございまして、そちらについて、電波監理審議会から全体として御指摘があ

ったというところは必要なところには書いておりますので、中身も精査した上

で、最終的な取りまとめの段階で、より分かる形になるように精査をしてまい

りたいと考えております。 

○林委員 承知しました。もちろん案の本体のほうに電監審の勧告なり、要望

のことについて言及があるのは私も承知しているんですけど、本日御説明いた

だいた資料にはそれがなかったので、これは中身についての話じゃなくて見せ
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方の問題で、その点の記載もあると、より経緯も分かって資料として分かりや

すいのではないかと思ったので、その点までの指摘でございます。 

○鎌田国際放送推進室長 ありがとうございます。 

○日比野会長 よろしくお願いします。 

 あと、長田委員、いかがでしょう。 

○長田委員 長田でございます。私どもからの意見にも応えて、仕組みが創設

されたということはよかったと思っています。 

 いずれにしろ、仕組みができた上で、それが潤滑に回っていくということが

大切だと思いますので、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

○鎌田国際放送推進室長 承知いたしました。引き続きよろしくお願いいたし

ます。 

○日比野会長 よろしくお願いします。 

 あと、笹瀬委員、いかがでしょうか。 

○笹瀬委員 この方向性でいいと思います。１つだけ質問ですけれども、この

有識者検討会のときに、対応の方向性で何か苦労されたところはあるのでしょ

うか。意見が分かれたとか。 

○日比野会長 紛糾したとかですね。 

○笹瀬委員 紛糾したところがあれば教えていただければ幸いです。 

○鎌田国際放送推進室長 それほど大きな議論というのはなかったのですが、

１つあったとすれば、電波監理審議会からの要望で頂いております取消し猶予

の在り方について、どういう形で設けるべきかということについては様々な意

見がございました。資料に記載のとおり、まずは基本的に外資規制にしっかり

と適合させることが大前提であって、その上でやむを得ない場合には是正を求

めるということとし、最初から猶予があるという形にしてしまうと、それを見

越して事業者が対応し、モラルハザードのようなことが起きてしまうのではな
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いかというような御指摘があったところです。 

○笹瀬委員 ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 来年１月の通常国会のスタートに向けて、おおむね当初のスケジュールどお

りの施行かと思いますので、大変結構かと思います。 

 それから、今回のいろんな事案を契機に、まとまった形で外資規制の今日的

な観点での見直しなどがなされたんであろうと思います。そういう意味では、

災い転じてというか、よかったと思っております。 

 以上、意見でございます。 

 この先の最終取りまとめ、どうぞよろしくお願いいたします。 

○鎌田国際放送推進室長 こちらこそ、引き続きよろしくお願いします。 

○藤野大臣官房審議官 審議官の藤野でございます。日比野先生をはじめ、今

般、外資規制の関係については、本当に様々な御議論をいただいた次第でござ

いまして、どうもありがとうございました。 

 そもそもが平成２９年の東北新社の１月の認定の諮問のところで、総務省に

不備があったところから発端があったものでございまして、御指摘や勧告を頂

いたことを踏まえまして、今般、こういった審査体制の強化、チェックの強化

等、それから、対応としては認定や免許の取消ししかないといった制度のとこ

ろをもっと多角的に対応できるような制度にしようということで、今、御提言

を頂きつつあるところでございまして、本日御説明させていただいたように、

時期としては来年１月に取りまとめという見通しで進んでおりますので、速や

かに必要な法改正等、国会にも御提案して進めていきたいと思っております。

節目節目で御報告させていただきたく、引き続き御指導をよろしくお願いいた

します。 

○日比野会長 藤野審議官、ありがとうございます。 
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 それでは、本件は以上でよろしいでしょうか。本報告事項については、以上

で終了にしたいと思います。ありがとうございました。 

○藤野大臣官房審議官 どうもありがとうございました。 

○鎌田国際放送推進室長 ありがとうございました。 

○兼松代理 ありがとうございました。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

（情報流通行政局職員退室） 

 

閉    会 

 

○日比野会長 それでは、本日はこれにて終了ということでございます。答申

した旨の通知につきましては、所定の手続によって事務局から総務大臣宛てに

提出してください。 

 なお、次回の開催は令和４年１月１１日火曜日１５時からを予定しておりま

す。 

 それでは、本日の審議会を閉会といたします。ありがとうございました。 

 

 


